









































































































































































































































































































































































































































































































































『自然法の基礎〔Grundlage des Naturrechts〕』［NR.］, SW.Bd.３











１）フランス語の <cité> はラテン語の <civitas> に、さらにさかのぼってはギリシア語の <polis>
に対応する。それは「共同体〔communauté〕」につながる。ルソーは「公民〔citoyen〕」（ラ
テン語 <civis>に対応）をたんなる私人としての「市民〔bourgeois〕」から区別する。「近代
人の大部分は都会〔ville〕を都市国家〔cite〕と、都市住民〔bourgeois〕を公民〔citoyen〕と取
り違えている」（CS.I.６）。
２）カントも <Staatsbürger>を都市住民 <Stadtbürger>から区別する（TP.２９５）。<Staatsbürger>
はルソーの <citoyen>に対応する。
３）共同体の集合、共同体の召集、共同体の決議についてしばしば語られる（NR.１７０ f,１７３）。
４）フィヒテは「公民」という用語はあまり用いず、また、ルソーのように、これを「市民」
から明確に区別はしていない。
５）ルソーが批判する主権の分割は、立法権と執行権への分割のほかに、課税権、課税権、交
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戦権への分割、国内行政権と対外的な交渉権への分割がある（ＣＳ．ＩＩ．２）。これらの主
権の分割はモンテスキューによる立法権、執行権、司法権への分割とは直接には一致しな
い。
６）カントはモンテスキューに直接に言及してはいない。
７）カントが立法権と執行権を区別したことをフィヒテは『自然法』（第１巻、１７９６年５月）に
先立って「カント『永遠平和論』論評」（１７９６年１月）において批判している（ＫｇＳ．Ｂ
ｄ．８．Ｓ．２２５）。
８）なお、ロックは代議制によって直ちに議会制民主主義を主張しているのではない。立法府
の成員は、人民が選出する代議士のほかに、君主および貴族（元老院）を含むばあいがあ
ることをロックは認めている（TG.§１３９）。
９）カントは、公民のなかで、投票権をもつ部分（「能動的公民」）と、これをもたない部分（「受
動的公民」）を区別するが、両者の区別は固定されるべきではなく、やがて後者も前者へ転
化されるべきであると主張する（Rl.§４６）
１０）<Repräsentation>を「代議制」と、＜Repräsentant（en）＞ を「代議士」と訳す（邦訳『フィ
ヒテ全集』第６巻、１９７頁以下）ことは適切ではない。
１１）『法論』においては、「国家形態」として「独裁制〔Autokratie〕」、貴族制、民主制が挙げら
れる。「専制〔Despotismus〕」という用語はほとんど用いられない。「独裁制」は「君主制」
から区別される。後者は「最高の権力」をもち、「主権者を代表する」のにすぎないの
に対して、前者は「すべての権力」をもち、「主権者そのもの」である（Ｒｌ．§５１）。
ただし、君主制が独裁制に転化しやすいことをカントも認めている。
１２）ルイ１６世は国家の財政危機を打開するため、増税を行なおうとしたが、貴族層の抵抗を
受け、「三部会」（聖職者、貴族、第三身分から構成）を開催した（１７８９年）。しかし、第三
身分は「三部会」の構成の不公正を批判し、「国民会議〔Assemblée nationale〕」を設立し
（同年６月）、多数の身分もこれに合流して、これが「憲法制定国民会議〔Assemblée nationale
constituante〕」に再編された（同年７月）。
１３）次注を参照。
１４）権力管轄者の解任はその選出と同様に人民集会の多数決によるが、その信任と不信任の
判断は単純であるので、多数決は全員一致に近づくとされる（NR.１７９）。
（本研究は平成２４年度札幌大学研究助成制度による研究成果である）
ルソー・カント・フィヒテの国家論（中）（高田 純）
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